
電話

（第 １ 章）

（第 ７ 節）

（第 ３

①

②

③

④

①

②

【指標の定義（算式等）】

参加延べ人数/回数×団員数×100

％

研修会参加率

火災予防活動・歳末警戒等参加

【指標の定義（算式等）】

参加延べ人数/回数×団員数×100

5

140・225 180・366 

39.89 50.00

回 2

回 5

北広島市

整理番号 49-4

 北広島市補助金等交付規則
　（消防組織法第９条第３項及び同法第１８条）

目　　的

意　　図

消防団活動費補助事業事務事業名 内線６９９

課長職名 平成２０年５月２９日作成日

　平成２０年度事務事業評価調書（継続用）

１　計　画　（プラン）

上位施策との関連 章

別紙１

人 49・197 88・201 

％ 23.11 27.16

④＝②×③ 900900

1,080

900

1,175

9,0009,000

その他特財

道支出金

0.10 0.10

21年度（目標）20年度（目標）

人 106

18年度 19年度単位
指　　　標　　　名

 活動指標
(事務事業の
 活動量や実
 績） 参加人数（研修会・火災予防、歳末警戒等）

指　　　　　標　　　　　値

3

③1人当り年間平均人件費

【事務事業を評価する指標（ものさし）】

　総　事　業　費 ①＋④ 1,178

団員数 108 117 120

0.10

9,000

900

1,140

0.10

9,000

 成果指標
(目的の達成
 度を測るも
 のさし）

180

研修会等回数 3 3 3

火災予防・歳末警戒等回数 3

人  件  費
（概算）

②人　数（年間）

国支出金

278 275

部長職名 齊藤順二

【事業費の推移】

施策）

根拠法令等

防災と消防

安全で安心できるまち

180

徳村政昭

作成部署 消防本部総務課

275 240

21年度（予定）19年度（決算）

（単位：千円）

２　実　施　（ドゥ）

18年度（決算）区　　　　分 20年度（予算）

直接事業費

240

地方債

一般財源 278

①合　計

〃  終了予定年度

節

対　　象
(誰､又は何を)

19
年
度
ま
で

20
年
度

事務区分

（総合計画での
  位置付け） 施策

(何をねらっている
 のか。対象をどの
 ような状態にした
 いのか)

■自治事務　　□法定受託事務　

事務事業開始年度

(ここから成
 果指標を導
 きます）

手　　段

(ここから成
 果指標を導
 きます）

 市が行った
(行う)事務事
業の具体的な
実施内容
（※団体補助
等の場合はそ
の補助金によ
る団体の活動
内容を記載）

 消防団員が地域と密着した自主的な火災予防等の啓発活動や災害活動をとおし
て、市民との連携のもと安全で安心できるまちを目指す。

　運営費補助から事業費補助に切り替えた。
　春・秋の火災予防運動、住宅用火災警報器普及活動、防災研修会、歳末警戒な
どの自主的活動

　三市合同訓練（札幌市・江別市・北広島市）、視察研修、文化財施設消火訓
練、各分団訓練、応急手当普及活動、火災予防街頭広報、歳末警戒、出初式など

　北広島市消防団（１本部、４分団：定員 １２０名）

消防・救急活動の強化

61.95 62.04 60.00 61.00



□

■

□

□

□休・廃止
□終了

３　評　価　（チェック）

□拡大重点化
□現状継続
□見直し
□統合

・成果指標値から見て､目標の達成度はどの程度か。
　（達成度合）
・目的を達成するための手段(実施方法)は有効か。
　（手段有効度合）

　消防団は、防災面で訓練と経験を積んでいることか
ら、それぞれの地域でリーダーシップをとり、自主防災
組織や住民に対する訓練指導、防災知識の普及啓発を行
なうことが期待され、このような消防団の活動を推進す
るため、行政の関与は妥当である。

　年度の目標は、ほぼ達成されているものの、さ
らなる研修や積極的な防火ＰＲ等も必要と思われ
る。

３

妥
当
性

選択理由、説明等
評
点

チェック項目

整理番号 49-4

[※参考]

今後の方向性（課題と解決方法等）

■現状継続
□見直し

今後の方向性

【外部評価】

【２次評価】

前年度の
２次評価

判　　定

見直し

今後の方向性

　１次評価のとおり。
　なお、引き続き運営費補助から事業費補助への切り替えなど、補助金のあり方につ
いて検討する。

外部評価
委員会の
総合判定

民間等での実施または市民等との協働が可能である。

民間等で実施または協働して取り組むべきである。
民間活力の活用性評価
（事業担当部局が評価）

□統合

現在一部民間等で実施している。または市民等と協働して実施している。

４　総合判定と今後の方向性（アクション）

民間等での実施または市民等との協働の可能性はない。

□見直し

４

 法律で実施が義務付けられている事務事業か

―

・投入した予算や人員に見合った効果が得られてい
　るか。（費用対効果の度合）
・効率的な方法で実施しているか。
　（同じ経費でもっと効率的な方法はないか）

３
効
率
性

・市民や社会の要求に合致しているか。
・上位施策を達成するために必要な事務事業か。
　（目的妥当性の度合）
・行政が関与しなければならない事務事業か。
　（公共性・公益性の度合）

公
平
性

有
効
性

　平成20年度から運営費補助から事業費補助に切
り替えた。参加率は、年々増加しているが、さら
なる増加を目指とともに、防災知識の普及啓発の
ために多様な手法も必要と思われる。

・受益者負担は適正か。
・当該事業による利益が、特定の個人や団体に偏っ
　ていないか。

　受益者負担はありえない

評点区分 　　４　適切　　　　３　概ね適切　　　　２　改善の余地がある　　　　１　不適切

　　■有　　　　□無

【１次評価】

□拡大重点化
■現状継続

　 事務事業担当
　 部局の総合判定 　地域の防災づくりにあたっては、自主防災組織

を始めとする地域住民が、関係機関と緊密な連携
をもち、一体となって取り組んでいくことが重要
である。地域ぐるみで防災力の向上を図るために
は、町内会など、地域にある様々な団体等が多面
的に防災面で対応力を持つことが望まれ、これら
の団体と消防団との連携を推進する必要がある。

　１次評価のとおり。

□休・廃止
□終了

□統合
□休・廃止
□終了

□拡大重点化

今後の方向性

　 内部評価委員会
   の総合判定



事務費（電話、コピー代他） 165 256 36

 補助・交付金の対象経費（項目）
研修費　会議費
負担金　事務費

研修費　会議費
負担金　事務費

 構成員(団体)数 （20年4月末現在）　１１１名（１本部、４分団）

361

25

□運営費のみに充当 ■事業費のみに充当
補助金等の充当
状況（19年度）

事務局の状況
（19年度）

0繰越金 収入（Ｂ）－ 支出（Ｃ） 0 25

3,251

□運営費・事業費の双方に充当

設立年 大正12年

補助金･交付金 交付先団体等の状況説明書
整理番号 49-4

交付先の名称
及び代表者名

　北広島市消防団　団長　谷口　正照

％10 ％ 11 24％

％9 ％ 9 ％

2,387

189

16

1,476

150

3,069

研修費　活動費

132

別紙２ 付　　　　　表

【交付先団体等の概要】

補助金･交付金名 　消防団活動費補助金

＜継続用＞

0

865

446 378 425

1,247 963

0

3,094

繰越金

研修費（講習会、研究会、視察）

会議費（会議、総会）

1,476

負担金（共済保険金他）

収　入　合　計 （Ｂ）

793 790

3,251

699 606

【交付先団体等の決算･予算の状況】

収　　入

240本市補助･交付金の額（Ａ）

会費（分団会費）

２０年度 (予定)

270

761

１９年度 (決算)

320

互助会負担金（共済掛金他）

705

793

776その他（寄付金・お祝い・貯金利息他）

（単位：千円）

団員負担金（研修負担金） 605

776

１８年度 (決算)区　　　　分

967

278

交際費（慶弔費他） 163

支　出　合　計 （Ｃ）

352

その他（予備費、雑費） 85

助成金（婦人防火クラブ）

活動費

 全体支出に対する本市補助・交付金の

 割合　　  （Ａ）÷（Ｃ）

 交付先団体等の
 活動目的

 交付先団体等の
 活動内容

　施設及び人員を活用して、住民の生命、身体及び財産を火災等から保護するととも
に、水火災又は地震等の災害を防除し、これらの災害を軽減する。

　消火活動のほか風水害等に係る活動、行方不明者の検索、防火・防災・救急講習の普
及啓発に努めるるとともに、イベントなど地域のコミュニティ活動等に参加し、火災予
防啓発活動を行なう。

□補助団体にある ■市役所にある

支　　出

補助・交付金の算出根拠
　（住宅火災警報器普及事業費・火災予防事業費・研修費補助 ）240,000
円

1,015
　 （Ｄ）

 対象経費に対する補助・交付金の割合

 補助・交付金の対象経費（金額）
2,651

（Ａ）÷（Ｄ）


